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新規創業時の改修経費や設備投資に関する補助、サテラ

イトオフィス等の設置については、商工課へお気軽にお問

い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営を安定させたい 

・ 中小企業融資制度  （P,3） 

・ 小規模事業者経営改善資金

貸付等利子補助金  （P,4） 

本社移転・機能を拡充したい 

・ 地方拠点強化税制    （P,13） 

・ オフィス移転等促進奨励金 
（本社機能移転） （P,14） 

創業時の負担を軽減したい 

・ 創業資金利子補給金  （Ｐ，１１） 

展示会で販路開拓したい 

・ 販路開拓支援事業補助金 
（P,12） 

市内で新規創業・開業したい 

・ 創業支援補助金  （Ｐ，５） 

・ 開業支援補助金  （Ｐ，７） 

・ 若手創業者等応援給付金 （Ｐ，９） 

・ 向島地区空き店舗等活用支援

事業補助金  （Ｐ，１０） 

サテライトオフィス・シェアオ

フィスを構えたい 

・ オフィス移転等促進奨励金 

・ 情報サービス事業所等設置奨励

制度                （P,16） 

（オフィス環境整備） （P,14） 

設備投資の補助を受けたい 

・ 先端設備等導入計画の認定 

・ 尾道市ＤＸ推進支援事業補助金 

・ 工場等設置奨励制度 （P,15） 

・ 高度化事業助成制度 （P,1７） 

・ 工場移転助成制度   （P,1７） 

（P,1８） 

（P,２０） 
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１ 中小企業融資制度 

【概要】 

中小企業者の資金調達を円滑に行うことが出来るように、金融機関・広島県信用保証

協会と協力して、低利で信用保証料が所定の半額の融資制度を設けています。 

 

【対象者】 

尾道市内に事業所を有し、１年以上事業を営む、納税成績良好な中小企業者または事

業協同組合等 

 

【制度内容】 

資金区分 
運転資金 

設備資金 
普通貸付 小口貸付 

資金使途 運転資金 運転資金 設備資金 

融資限度額 
会社・個人  1,500 万円 

事業協同組合等  1,800 万円 
会社・個人 500 万円 

会社・個人  2,500 万円 

事業協同組合等     2,800 万円 

融資期間 
１０年以内 

（うち据置６か月以内） 

１０年以内 

（うち据置１年以内） 

融資利率 
短期 1.9%(1.5%)以下 

長期 2.1%(1.7%)以下 

短期年 1.8%(1.4%)以下 

長期年 2.1%(1.7%)以下 
年 2.1%(1.7%)以下 

返済方法 
短期 一時払いまたは分割払い 

長期 分割払い 
分割払い 

担保・保証人等 金融機関または信用保証協会所定の方法 

信用保証 必要に応じて保証付 

信用保証料率 

 
  

基本料率 

区   分 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 

1.90 1.75 1.55 1.35 1.15 1.00 0.80 0.60 0.45 

本人負担分 0.95 0.875 0.775 0.675 0.575 0.50 0.40 0.30 0.225 

※ 基本料率から本人負担分へ引き下げた部分は市が負担します。 

※ 運転資金普通貸付と小口貸付を併用する場合は、普通貸付の融資限度額内とする。 

※ 融資利率のカッコ内の利率は、広島県信用保証協会の保証付きの場合に適用する。 

※ 短期とは１年以内を、長期とは１年を超えて融資期間内をいう。 

 

 

 

 

 

  

関連ページ（尾道市HP） ⇒ 

目次に戻る 

経営を安定させたい 
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２ 小規模事業者経営改善資金貸付等利子補助金 

【概要】 

(株)日本政策金融公庫の無担保、無保証人の貸付制度である、小規模事業者経営改善資

金貸付及び生活衛生関係営業経営改善資金特別貸付を利用したものに対して、利子補

給を行います。 

 

【対象者】 

 ① 市内に事業所を有し、同一事業を引き続き１年以上営む者 

 ② 納税成績良好な者 

 

【補助金の額】 

年１％（１％未満のときはその利率）の利子に相当する額。 

ただし、返済が遅延したときは補助金の交付は行わない。 

 

【補給期間】 

利子補給開始月から３年以内 

 

【交付の申請】 

利子補給金交付申請書を、尾道商工会議所、因島商工会議所、尾道しまなみ商工会を

経由し、３月１５日までに尾道市商工課へ提出してください。 

補助金は、審査後５月末までに、指定された口座に振り込みます。 

 

  ※小規模事業者経営改善資金                  令和６年３月現在 

資金用途 融資限度額 利率 返済期間 

運転資金 

2,000 万円 固定 年 1.30％ 

7 年以内 

（据置 1 年以内） 

設備資金 
10 年以内 

（据置 2 年以内） 

 

   【対象者】 

    ・尾道商工会議所・因島商工会議所・尾道しまなみ商工会から経営指導を受けて 

いる小規模事業者 

    ・各会議所・商工会の地区内で、１年以上事業を営んでいる方 

 

 

 

  

目次に戻る 

経営を安定させたい 
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３ 創業支援補助金 

【概要】 

市内に事業所を設置しようとしている新規創業者に対して、創業に要する初期投資の

ための経費の一部を助成することで、市内の創業を促進します。 

 

【対象者】 

事業を営んでいない個人又は法人であって、市内において新たに事業を開始しようと

する具体的な計画を有する者（ただし、以下のいずれかに該当する場合を除く）。 

・市税の滞納がある者 

・風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条に規定する事業を営む者 

・尾道市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団員等に該当する者等市長が不

適当と認める者 

・他の者が行っていた事業を承継して行う事業を営む者 

・フランチャイズ契約又はこれに類する契約に基づく事業を営む者 

・本人又は親族（３親等内の血族、配偶者及び２親等以内の姻族）所有の建物におい

て創業する者 

・補助金交付対象物件の内部において他の事業を実施しようとするとき 

・その他市長が適切でないと認めるとき 

 

【補助対象経費】 

事業所開設の整備に要する経費（建物の改修または修繕に要する経費） 

※建物の改修または修繕の実施について、原則市内に本店・支店等が所在する施工業者

に発注すること。 

 

【補助率・補助限度額】 

補助対象経費の１／２以内 （補助限度額５０万円） 

 

【募集件数】 

８件程度 

 

【主な募集要件】 

①市内に事業所を設置しようとする新規創業者であること 

②産業競争力強化法で認定された創業支援等事業計画に基づいて、創業支援等事業者

が実施する特定創業支援等事業（※）の支援を受け、特定創業支援等事業を受けた

旨の証明書を有する者であること 

③創業資金融資で事業所開設の設備資金を対象とするものを受ける事業であること 

④令和７年 3 月３１日までに創業（開業）すること 

 

※特定創業支援等事業とは 

創業支援等事業計画に基づく商工団体などが実施している、１か月以上にわたり４回

以上継続的に行う支援で、「経営」「財務」「人材育成」「販路開拓」の知識習得ができ

る事業です。 

 

新規創業・開業したい 
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【必要書類（補助金交付申請時）】 

○創業支援補助金交付申請書 

○創業資金融資の申込みを行うときに提出した事業計画書及び収支予算書 

○事業所の図面及び整備に係る見積書の写し 

○補助金の交付申請時に創業資金融資の実施が決定しているときは、その融資に係る

契約書の写し、決定していないときはその融資に係る申込書の写し 

○特定創業支援等事業を受けた証明書の写し 

○市税の滞納がないことの証明書 

○誓約書 

○その他市長が必要と認める書類 

 

【申請期限】 

 令和７年１月３１日（金） ※予算がなくなり次第終了 

 

【その他】 

 ○補助金の交付は、同一事業者につき１回限りとなります。 

 ○補助金の交付対象となる同一の事業又は同種の事業であって尾道市、国、県又は他の

団体の補助金の交付を受けている事業は補助対象外となります。ただし、尾道市中小

企業創業資金利子補給金事業との併用については可能です。 

 ○交付対象者は、書類選考により決定します。 

 

 

 

  

申請書の様式は、尾道市ホームページ

からダウンロードしてください ⇒ 

目次に戻る 

さらに、市内に移住した３９歳

以下の若手創業者には、２０万

円の給付金が上乗せされます。 

（P,10 を確認） 
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４ 開業支援補助金 

【概要】 

県外から尾道市に移住し、事業所を開設しようとしている事業者に対して、開業に要

する初期投資のための経費の一部を助成することで、市内産業の活性化と移住の促進

を図ります。 
 

【対象者】 

尾道市に移住し、市内において新たに事業所を開設しようとする事業者（法人の場合

は代表者）（ただし、以下のいずれかに該当する場合を除く）。 

・市税の滞納がある者 

・風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条に規定する事業を営む者 

・尾道市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団員等に該当する者等市長が不

適当と認める者 

・フランチャイズ契約又はこれに類する契約に基づく事業を営む者 

・本人又は親族（３親等内の血族、配偶者及び２親等以内の姻族）所有の建物におい

て開業する者 

・その他市長が適切でないと認めるとき 

 

【補助対象経費】 

事業所開設の整備に要する経費（建物の改修または修繕に要する経費） 

※建物の改修または修繕の実施について、原則市内に本店・支店等が所在する施工業

者に発注すること。 

 

【補助率・補助限度額】 

 補助対象経費の１／２以内 （補助限度額５０万円） 

 

【募集件数】 

 ４件程度 

 

【主な募集要件】 

 ① 尾道市転入直前に広島県外で１年以上居住しており、この補助金の申請日時点で移

住から１年を経過していない者（まだ移住していない場合は開業日時点で移住して

いること） 

 ② 尾道市に移住する以前に、他地域で１年以上事業経営を行っており、市内に開業す

る事業について十分な調査研究に基づいた経営計画及び資金計画を有し、事業の継

続発展が見込まれること 

 ③ 尾道市に定住し、開業することを通じて地域の活性化に貢献する意思を持っている

こと 

 ④ 自治会等に加入し、自治会活動等に積極的に参加すること 

 ⑤ 開業後３年間、営業状況を報告すること 

 ⑥ 令和７年 3 月３１日までに開業すること  

新規創業・開業したい 
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【必要書類（補助金交付申請時）】 

○開業支援補助金交付申請書 

○事業計画書 

○誓約書 

○定款の写し及び登記事項証明書の写し（法人の場合）または開業届の写し（個人事

業主の場合） 

○確定申告書の写し（受付印のある直近１期分） 

〇事業所の図面及び整備に係る見積書の写し 

〇事業現況写真 

〇戸籍の附票の写し等（尾道市転入直前に広島県外で１年以上居住していたことを確

認できるもの） 

○市税の滞納がないことの証明書 

○その他市長が必要と認める書類 

 

【申請期限】 

令和７年１月３１日（金） ※予算がなくなり次第終了 

 

【その他】 

○補助金の交付は、同一事業者につき１回限りとなります。 

○対象経費に係る消費税及び地方消費税、同一の事業に係る他の補助金等の交付対象

となっている経費及び補助金の交付決定前に取得した財産に係る経費は当該補助金

の補助対象外となります。 

○交付対象者は、書類選考により決定します。 

 

 

目次に戻る 

申請書の様式は、尾道市ホームページ

からダウンロードしてください ⇒ 

さらに、市内に移住した３９歳

以下の若手創業者には、２０万

円の給付金が上乗せされます。 

（P,10 を確認） 
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５ 若手創業者等応援給付金 

【概要】 

県外から尾道市に移住し、事業所を開設しようとしている若手創業者等（39 歳以下の

者）に対して、応援給付金を交付することで、移住の促進を図ります。 

 

【対象者】 

次のすべての要件を満たす者 

・創業支援補助金又は開業支援補助金の交付対象者 

・尾道市転入直前に広島県外で１年以上居住しており、上記補助金の申請日時点で移

住から１年を経過していない者（まだ移住していない場合は開業の日*時点で移住し

ていること） 

・39 歳以下で、尾道市に定住の意思がある者   

 

【給付額】 

２０万円 

 

【募集件数】 

５件程度 

 

【必要書類（給付金交付申請時）】 

○若手創業者等応援給付金交付申請書 

〇戸籍の附票の写し等（尾道市転入直前に広島県外で１年以上居住していたことを確

認できるもの） 

※ 各補助金交付申請書と一緒に提出してください。 

※ 給付金請求時には、開業した日以降に発行された住民票の写しを提出していた

だきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
関連ページ（尾道市 HP） ⇒ 

目次に戻る 

*尾道市において新たに事業所を開設し、営業を開始した日 

新規創業・開業したい 
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６ 向島地区空き店舗等活用支援事業補助金 

【概要】 

地域の活性化を図ることを目的として、民間の遊休施設を活用して、新たに出店または

開業しようとする者に対して、必要な経費の一部を助成します。 

 

【対象者】 

対象区域内の民間の遊休施設※に新たに出店又は開業しようとする者 

 ※概ね６か月以上の空き店舗または空家をいいます。 

 

【対象業種】 

卸売、小売業、宿泊業、飲食サービス業（バー、キャバレー、ナイトクラブを除く） 

 

【対象要件】（次の要件をすべて満たすもの） 

 ①対象地区内で既に出店している店舗を移動させて出店する者でないこと。 

 ②令和７年３月３１日までに開業していること。 

 ③法令及び、公序良俗に反しない事業を行うものであること 

 ④施設の改修は、建築基準法第８７条第３項を含め、関係法令を遵守したものであるこ

と。 

 ⑤補助対象者が個人である場合はその者、補助対象者が法人である場合はその役員が尾

道市暴力団排除条例第２条第１号から第３号に掲げる者でないこと。 

 ⑥市税等の滞納がないこと。  

 ⑦営業開始日から３年以上継続して営業すること。 

 ⑧尾道しまなみ商工会又は政府系金融機関等から事業計画作成について指導を受けるこ

と。 

 ⑨この補助金に係る事業に関して、国、県、または市の制度による他の補助等を受けて

いないこと。 

 ⑩政治的活動又は宗教的活動を主たる目的としないこと。 

 

【補助率等】 

 ①補助額  上限額２５０万円（千円未満の端数は切り捨て） 

 ②補助率  ２分の１ 

 ③予定件数 １件（審査により適当と認められたもの） 

 ④補助対象 施設改修費（限度額２００万円）及び備品購入費（限度額５０万円） 

 

【申請期限】 

令和６年６月２８日（金）まで 

※審査会（申請者によるプレゼン）での審査を経て、補助対象者を決定します。 

 

【その他】 

 対象地区など、詳細は尾道市ＨＰ参照。 

  

（尾道市 HP）⇒ 

目次に戻る 

新規創業・開業したい 
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７ 創業資金利子補給金 

【概要】 

新規創業者が負担した創業に係る資金の利子を２年間補助することで、創業時の負担

を軽減し、創業を促進します。 

 

【対象融資】 

①㈱日本政策金融公庫の創業に係る資金 

②広島県制度融資の創業支援資金 

 

【対象者】 

①尾道市内に事業所を有している事業者 

②対象融資を受けて１年以内に創業した事業者、または創業後１年以内に融資を受け

た事業者 

③市税の滞納がない事業者 

 

【補助内容】 

融資の当初２年間の利子相当額（年間の上限３０万円） 

補助金交付は、１事業者につき１回限り 

 

【手続き】 

 ①まず、貸付実行日から６０日以内に、金融機関が作成した支払額明細書等を添付し、

創業資金利子補給金交付申請予定届を提出してください。 

②開業後速やかに、開業を確認できる書類（税務署に提出した開業届出書の写し等）を

添付し、創業資金利子補給金交付に係る開業届を提出してください。 

 ※融資実行日においてすでに開業している場合は、①②を同時に提出してください。 

 

 補給金は、開業を確認後、年２回に分けて交付します。 

補給金交付の申請書類は、前期分は６月、後期分は１２月に各事業者に送付します。 

（申請・交付時期） 

  前期分 １月分～ ６月分  ７月末までに申請  ９月末までに交付 

  後期分 ７月分～１２月分  １月末までに申請  ３月末までに交付 

 

 

 

  

関連ページ（尾道市 HP） ⇒ 

目次に戻る 

創業時の負担を軽減したい 
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８ 中小企業等販路開拓支援事業補助金 

市内の中小企業者等の優れた製品・技術の市場開拓や販路拡大を支援するため、今年度

中に開催される展示会等へ出展する場合、その出展費用の一部を助成します。 

補助区分 国内販路開拓支援事業 海外販路開拓支援事業 オンライン販路開拓支援事業 

対象者 

①尾道市内に本社又は事業所を有する中小企業者 

②1/2 以上が尾道市内に本社又は事業所を有する中小企業者で構成するグループ 

③市内の商工団体（①の中小企業者を取りまとめて出展する場合） 

対象事業 

広島県外で開催される展

示会等への出展 

海外で開催される展示会

等への出展 

オンラインで開催される展示

会等への出展 

※いずれも即売を主たる目的としない展示会・見本市であること 

補助対象

経費 

・小間料 

・小間装飾料 

・商品搬送費 

・旅費交通費（宿泊費、鉄

道運賃、航空賃） 

⇒１人３万円、２人分ま

で 

・小間料 

・小間装飾料 

・商品搬送費 

・旅費交通費（宿泊費、航

空賃） 

⇒1 人 5 万円、2 人分

まで 

・展示物及び配布物作成

費、翻訳費 

・出展料 

・出展付随費 

⇒コンテンツ作成委託費、通訳

翻訳費等、展示会内で使用す

るもの 

補助率 補助対象経費の 1/2 

限度額 25 万円 30 万円 25 万円 

提出書類 

（１）補助金交付申請書（収支予算書、参加企業名簿） 

（２）市税の完納証明書 

（３）展示会等の開催要領 

（４）出展申込書の写し（出展申込がまだの場合は、申込後に提出） 

（５）法人の登記事項証明書（個人の場合は住民票）の写し 

申請期間 令和６年 4月１日～令和７年２月２８日 ※予算がなくなり次第終了 

その他 

・原則、同一事業者につき、同一年度で１回限りの申請となります。 

・国内販路と海外販路の補助金を同時に申請することは出来ません。 

・国または県から同種の補助を受ける場合は対象となりません。 

・展示会等へ出展する前に補助金の交付決定を受ける必要があります。 

 

 

  

関連ページ（尾道市 HP） ⇒ 

目次に戻る 

販路を開拓したい 
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９ 地方拠点強化税制 

【概要】 

本社機能（※）の移転又は拡充を行う事業者を支援するもので、広島県から「地方活力向

上地域特定業務施設整備計画」の認定を受けた事業者に対し、３年間固定資産税の不均

一課税の特例措置を行います。 

※本社機能とは・・・ 

「調査・企画部門」、「情報処理部門」、「研究開発部門」、「国際事業部門」、「その他管理業務部

門」のいずれかを有する事務所または研究所もしくは研修所であって重要な役割を担う事業所

をいいます。業種に制約はありませんが、工場や店舗などは対象になりません。 

 

1 地方活力向上地域特定業務施設整備計画の申請 

課税特例等の優遇措置を受けるためには、広島県に地方活力向上地域特定業務施設整

備計画を申請し、認定を受ける必要があります。 

 

【認定要件】 

①移転・拡充先となる都道府県の認定地域再生計画に適合すること 

⇒本社機能(事務所・研究所・研修所)の整備(新設、増設、購入、賃借、用途変更)で

あること等 

②整備する本社機能において、従業員数が５人(中小企業者*２人)以上増加すること。 

⇒移転型事業については、過半数が東京 23 区からの転勤であること、又は、初年

度に増加させる従業員の過半数、かつ、計画期間を通じて増加させる従業員の４

分の１以上が東京 23 区からの転勤者であること。 

③円滑かつ確実に実施されると見込まれること。 

 

2 認定事業者に対する特例措置（市税関係） 

認定から 2 年以内に特定業務施設を新設又は増設した事業者に対して、整備した施設

に係る固定資産税を次のとおり 3 年間、本来の税率より低い税率を適用します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

（本来の税率に対して） 

移転型：1 年目 ０、２年目 1/４、３年目２/４課税 

拡充型：1 年目 ０、２年目１/３、３年目２/３課税 

 

 

目次に戻る 

⇒ 制度について 

（広島県 HP） 

税制支援措置について 

（尾道市 HP） 

⇒ 

本社機能を拡充したい 
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１０ オフィス移転等促進奨励金 

【概要】 

本社機能を尾道市内に移転・分散する事業者又は移転の受け皿となるシェアオフィス等

を整備する事業者に対し、運営に必要な経費の一部を補助します。 

 

【対象事業者】 

次の①か②のいずれかに取り組むもの。（交付決定通知を受けた年度の３月３１日までに

事業が完了する計画であること） 

①本社機能等の移転 

 県外から尾道市内に本社機能を移転・分散する法人 

②オフィス環境整備 

尾道市内の空き物件を改修し、シェアオフィス等として開設する事業者（個人事業

主を含む） 

 

【対象要件】 

①本社機能等の移転の場合 

尾道市内に居住する従業員等が 2 人以上（うち１名以上が広島県外からの移住者） 

②オフィス環境整備の場合 

 改修したシェアオフィス等を１社以上の事業者が利用すること 

 

【補助対象経費と補助率】 

①本社機能等の移転の場合（上限額：２５０万円） 

・賃借料と通信回線使用料の１／２ 

⇒ 補助事業を始めた日の属する月の翌月から年度末までの金額とします。 

・建物改修経費の１／２（移転先の物件を改修する場合） 

 

②オフィス環境整備の場合（上限額：１２５万円） 

・建物改修経費の１／２ 

 

【その他】 

 ・１事業者につき１回限りの申請です。 

・予算がなくなり次第終了する場合があります。 

・審査会での審査を経て、補助対象者を決定します。 

 

 

 

  

目次に戻る 

本社を移転したい 

シェアオフィスを構えたい 

関連ページ（特設サイト） ⇒ 
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１１ 工場等設置奨励制度 

【概要】 

工場等を新・増設するもので次のすべての条件を満たす場合、工場等設置奨励金を助

成します。さらにそれぞれの条件を満たす場合、雇用奨励金、土地取得奨励金、設備

取得奨励金を助成します。 

（対象条件） 

（1）物品の製造、加工若しくは修理の事業に直接供する施設、流通施設又は工業に関する試

験研究施設及びこれらに付帯する施設であること。 

（2）当該工場等に対する投下固定資産総額が、5,000 万円以上であること。 

（3）工場等を設置する場所が、市街化調整区域・住宅系・商業系の用途地域でないこと。 

 

【工場等設置奨励金】 

新・増設した工場等が操業を開始した日以後において、当該工場等に対して新たに固定

資産税が課されることになった年度から３年以内の期間、各年度の固定資産税に次に定

める割合を乗じて得た額に相当する額を助成します。 

（助成額） 初年度  固定資産税額の１００分の１００ 

第２年度   〃    １００分の ８０ 

第３年度   〃    １００分の ６０ 

（限度額） 各年度５，０００万円 

  

【雇用奨励金】 

新・増設した工場等の操業に伴い新たに雇用した常時使用する市内在住の従業員の数が、

当該工場等の操業開始後１年を経過した日において、中小企業にあっては５人以上、そ

の他にあっては１０人以上である場合に助成します。 

（助成額）１人につき３０万円 

（限度額）３，０００万円 

 

【土地取得奨励金】 

県営産業団地の土地を５，０００㎡以上、広島県から一括払いで購入したものに対して、

操業を開始した日以後に助成します。 

（助成額）土地取得代金×５％ 

（限度額）なし 

 

【設備取得奨励金】 

県営産業団地内において設備の新設又は増設するもので、広島県の助成対象となるもの

に対し助成します。 

（助成額）設備の新設又は増設するために要した費用（土地代を除く）×５％ 

（限度額）５，０００万円 

 

 

 

 

設備投資の補助を受けたい 

関連ページ（尾道市 HP） ⇒ 

目次に戻る 
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１２ 情報サービス事業所等設置奨励制度 

【概要】 

情報サービス事業所等を設置するもので次のすべての条件を満たす場合、各年度最大で事

務所賃貸借料２００万円、通信回線使用料４００万円まで３年度間１００％助成します。

さらに一定の従業員数を雇用する場合、雇用奨励金も助成します。 

（対象条件） 

（1）賃貸借により市内に情報サービス事業所等を設置するものであること。 

（2）操業開始に伴い雇用する常時使用する市内在住の従業員の数が次の基準を満たすこと。 

①情報サービス事業所にあっては３人以上であり、うち２人以上は新規雇用であること。 

②コールセンターにあっては１０人以上であり、うち７人以上は新規雇用であること。 

※情報サービス事業所等とは・・・ 

日本標準産業分類に掲げるソフトウェア業、情報処理・提供サービス業、インターネット附

属サービス業、コールセンター業の用に供する施設をいいます。 

 

【事業所設置奨励金】 

設置した情報サービス事業所等に係る事務所賃借料の 1/2 に相当する額を、操業開始

から１年経過するごとに３年間助成します。 

さらに広島県の助成制度の要件も満たす場合、各年度２００万円まで全額助成します。 

（助成額）事務所賃借料×１/２ （３年間） 

（限度額）各年度１００万円 

 

【通信回線使用料奨励金】 

設置した情報サービス事業所等に係る通信回線使用料の 1/2 に相当する額を、操業開

始から１年経過するごとに３年間助成します。 

さらに広島県の助成制度の要件も満たす場合、各年度４００万円まで全額助成します。 

（助成額）事務所賃借料×１/２ （３年間） 

（限度額）各年度２００万円で 

 

【雇用奨励金】 

設置した情報事業所等の操業に伴い新たに雇用した常時使用する市内在住の従業員の

数が、当該情報サービス事業所等の操業開始後１年を経過した日において、中小企業に

あっては５人以上、その他にあっては１０人以上である場合に助成します。 

（助成額）従業員１人につき３０万円 

（限度額）３，０００万円まで 

  

目次に戻る 

サテライトオフィスを

構えたい 

関連ページ（特設サイト） ⇒ 
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１３ 中小企業者等振興助成 

【概要】 

中小企業の機能と構造の高度化を促進するため、中小企業者等が行う高度化事業及び工

場移転に対し助成を行います。 

 

【対象事業者】 

・中小企業基本法第２条に規定する中小企業者 

・中小企業団体の組織に関する法律第３条第１項に規定する中小企業団体 

・商店街振興組合法第２条に規定する組合 
 

【助成内容】 

（1）高度化事業助成金 

市内に事務所を置く高度化事業を行った中小企業者等に対し、中小企業共同施設の設

置に要した費用に充てるための借入金の償還額を助成します。ただし、中小企業団体

の構成員の 3/4 以上の者が、市内に事業所を置く事業者である必要があります。 

（助成期間） 

借入金の償還が開始された年度から５年度以内の期間 

（助成額） 

１０％ 

（限度額） 

各年度５００万円まで 

 

（2）工場移転助成金 

工場移転を行った中小企業者等に対し、工場移転後の工場に対して新たに固定資産税

が課税されることとなった年度から３年以内の期間、各年度の固定資産税に次に定め

る割合を乗じて得た額に相当する額を助成します。ただし、投下固定資産の額が

1,000 万円以上である必要があります。 

（助成額） 

初年度  固定資産税額の ５０／１００ 

第２年度   〃     ４０／１００ 

第３年度   〃     ３０／１００ 

（限度額） 

各年度５，０００万円まで 

 

 

（3）申請手続き 

  本制度の助成指定申請を、事業着手の１カ月前までに行う必要があります。必ず事

前に商工課へご相談ください。 

  

目次に戻る 

＜高度化事業とは＞ 

独立行政法人中小企業基盤整備機構施行令第

３条第１項各号に規定する事業をいいます 

＜工場移転とは＞ 

市内で都市計画法第９条に規定する工業地域以外の

地域に工場を有する者が、施設の全部を工業地域ま

たは工場適地に移転することをいいます 

設備投資の補助を受けたい 
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１４ 先端設備導入計画の認定における税制支援措置 

中小企業の生産性向上を促進するため、市の認定を受けた中小企業の設備投資を支援し

ます。 

＜事業スキーム＞ 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※既に取得した設備を対象とする計画は認定されませんのでご注意ください。 

 

  

中小企業等 

（先端設備等導入計画の策定） 

 

経営革新等支援機関 

商工会議所、商工会、中央会、地域金融

機関、士業等の専門家 など 

 

 

事前確認 

【支援措置】 

◆固定資産税の軽減措置 

◆事業に必要な資金繰りを支援（信用保証） 

経済産業大臣 

（基本方針の策定） 

尾道市 

（導入促進基本計画の策

定） 

申請 認定 

同意  協議 

【先端設備等導入計画の概要】 

1 対象事業者 

尾道市内に先端設備等の導入を行う、中小企業等経営強化法第 2 条第 1 項に定

める中小企業者 

 

2 対象要件 

年平均 3％以上の労働生産性の向上を見込む計画 

  ※労働生産性の算出方法 

 

 

 

3 対象設備 

  労働生産性の向上に必要な生産、販売活動等の用に直接供される次の設備。 

  機械装置、測定工具及び検査工具、器具備品、建物附属設備、ソフトウェア 

 

4 計画期間 

  3 年間、4 年間又は 5 年間 

 ※経営革新等支援機関に予め計画の確認を受けて、市に申請する必要があります。 

                                 

（営業利益+人件費+減価償却

費） 労働者数又は労働者数×1 人当たり年間就業時間 

 

設備投資の補助を

受けたい 

①賃上げ表明あり：最大５年間、１/3 に軽減 

②賃上げ表明なし：３年間、1/2 に軽減 
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＜固定資産税の特例措置の概要＞ 

特例措置の

対象企業 

尾道市から先端設備等導入計画の認定を受け、かつ、資本金が１億円以下

等の税制上の要件を満たす中小企業者 

対象設備等 

 

設備の種類 取得価格要件 投資利益率の要件 

機械及び装置 １６０万円以上 投資利益率が年率５％以

上の投資計画に記載され

た設備（認定経営革新等支

援機関が確認する） 

測定工具及び検査工具 ３０万円以上 

器具備品 ３０万円以上 

建物付属設備 ６０万円以上 
 

特例措置 

固定資産税（通常、評価額の１．４％） 

・計画中の賃上げ表明なし：３年間、課税標準を 1/2 に軽減 

・計画中の賃上げ表明あり：令和６年３月末までに設備取得したものは、

５年間、課税標準を 1/3 に軽減 

令和７年３月末までに設備取得したものは、

４年間、課税標準を 1/3 に軽減 

適用期限 ２年間（令和７年３月末までに取得したもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

関連ページ（尾道市 HP） ⇒ 

目次に戻る 
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１５ 尾道市ＤＸ推進支援事業補助金 

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボット化等に取り組む事業者等に対し、ＤＸの円滑な推進を図るため、

その設備導入経費を補助します。 

 

【補助対象事業者】 

 市内に事業所を有する中小企業・小規模事業者等（個人事業主を含む）。 

 

【補助対象要件（次の要件をすべて満たすこと）】 

・尾道市内に事業所を有し、事業を実施している中小企業者・個人事業主。 

・令和７年３月３１日までにＤＸ設備を導入するもの。 

・市税の滞納がないこと。 

・補助金交付決定の前に、ＤＸ設備を導入していないこと。 

・過去に本制度の補助金の採択を受けていないこと。 

 

【補助対象事業】 

デジタル技術によりサービスの自動化や作業の効率化をし、生産性を向上させる設備

の導入に取り組むもの。 

 

【取組内容】 

デジタル技術の活用により業務の効率化、人的コストの削減、人手不足の解消、生産

量の拡大や生産速度の向上、自動化、不良率の低減などの生産性向上に取組む事業で

あること。 

 

【取組事例】 

・センサー等を活用した生産工程の見える化や一元管理。 

・特定の商品に対する生産コストや作業時間等の削減。 

・カメラを使った異常や故障等の遠隔監視システムや自動検品システムの導入。 

・非接触対応のＰＯＳレジ、キャッシュレス決済システムの導入。  など 

 

【補助対象経費】 

AI、IoT、ロボット化(自動化、省力化)等の設備に係る購入費用。 

 ※ 汎用性のあるパソコンやプリンター類などの備品購入は除きます。 

 

【補助率・補助限度額】 

 補助対象経費の１／２ （補助限度額１００万円） 

 

【募集期間】 

 令和６年４月８日～１２月２７日（金）  

 

  

設備投資の補助を受けたい 



- 21 - 

 

【交付申請に必要な書類】 

（１）尾道市ＤＸ推進支援事業補助金交付申請書 

（２）事業計画書及び収支予算書 

（３）法人登記簿謄本又は開業届（写し） 

（４）事業内容が確認できる書類（定款又は規約等） 

（５）設備を導入する事業所の配置図及び位置図 

（６）導入する設備の見積書の写し及びパンフレット 

（７）労働者名簿の写し 

（８）前年分の貸借対照表及び損益計算書又は前年分の確定申告書の写し 

（９）市税の完納証明書 

（10）誓約書兼同意書 

（１１）その他市長が必要と認める書類 

 

【その他】 

 ・ １事業者につき１回限りの申請です。 

・ 予算がなくなり次第終了する場合があります。 

・ 審査会での審査を経て、補助対象者を決定します。 
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商工振興係 

電話：0848－38－9182 

Mail: shoko@city.onomichi.lg.jp 

お問合せ先 

尾道市 事業者 助成制度  検 索 


